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上昇
してはいないはずである。時に停滞し、時に落ち込み、時に飛躍しながら、少しずつ次な
る発達の「状態」を示していく。そしてまた、その過程で、様々な他者と出会ったり社会
的な制約を受けたりして、他者や社会と相互作用的に発達の達成状態をその都度再構成し
ていく。これは決して他者や社会を「道具的に利用して」個人の発達を遂げるという意味
ではない。むしろ、森田尚人が指摘するように、「個人の発達それ自体が社会的・歴史的
に構成される」21）ということである。森田は次のように述べる。
このことは個人の心理過程が社会的な諸条件によって影響されるという被拘束性を意
味するというより、むしろ個人は社会的諸関係において一定の役割を遂行する中で、
行為に対する社会統制と意味生成という両義的過程を通して主体として産出されると
いうことを意味している22）。
　私達は、社会的関係性の中で行為し、活動している。このことの意味は、私達は絶えず
関係性の中で自らができることや為すべきことを遂行しているということである。そこに
はその場での制約や限界もあるであろう。また、その時の人間関係によっても出来ること
と出来ないことがあるであろう。こうした社会的関係性の諸条件の中で、私達は自らの
発現できる行為を為しているに過ぎない。つまり、私達はある発達段階の中で事項的に示
されるような個別の能力を、具体的な状況を離れて個人の内に所有しているというよりは、
その都度の関係性の中で、特定の行為を発現し得る諸条件と関わりを持ちながら活動して
いることになる。
　これは、佐伯胖が説明する「関係論的視点」で「発達観」を再考していることを意味す
る。佐伯はこの「関係論的視点」について次のように述べる。
関係論的視点とは、従来、個人が「所有」ないし「獲得」しているとされていた能力
や性格特性について、その個人が「今、そのときの」社会的な関係、文化的な関係、
歴史的な関係の中で、また、それらとの関係づくりとして生きているあり方であるこ
とを重視し、そういう能力や特性を「目立たせる」関係構造を明らかにしようという
立場をさしている23）。
　幼保小連携の問題を考える時、この佐伯の言う個人の「能力や特性を「目立たせる」関
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係構造を明らかにしよう」とする視点は、極めて重要である。例えば「小一プロブレム」
に見られるような子どもの発達上の課題は、この関係論的視点に立てば、必ずしもその子
ども固有の問題とは言えなくなる。幼年期の子どもは、新しい活動の段階へと進むうえで、
大人よりもより目に見える形で一時的に停滞したり落ち込んだり、飛躍したりする。小
一プロブレムの場合、「小学校」という新しい活動の段階へと子ども達が進んでいるため、
その「小学校」という社会的関係性の中で子ども達は行為しなければならない。その時に、
一見すると、今まで出来ていたことが急に出来なくなったり、今までは現れなかった行動
が突如として発現したりする。
　このように考えると、幼保小連携を進めていく上で極めて重要になるのは、保育者と小
学校教師が共に既存の「発達観」を一度留保し、関係論的視点に立って子ども達の発達の
姿を見ていくことである。小学校教師は、目の前の子どもの「できる、できない」という
事実に縛られるのではなく、その子どもの「できる、できない」理由を、その子を取り巻
く社会的関係性まで視野を広げて検討する必要がある。また、保育者も、目の前の子ども
の「できる、できない」という事実を個人の能力や発達段階に還元することなく、その子
どもが今置かれている社会的関係性を含めて、その子の「できる、できない」事実を理解
していく必要がある。その時に初めて、保育者と小学校教師との間で、共通の「発達観」
の下でその子どもの状態を理解する機会を得ることができるのではないだろうか。
（３）「教育観」・「保育観」の再考の必要性
　このように考えると、子ども達のより良い活動を支えていく上で、既存の「教育観」や
「保育観」もまた再考しなければならない。
　そもそも、前章で検討したような、現在当然のこととして用いられている教育（保育）
方法やカリキュラムの編成原理、学習環境には、その背後に、「教育や保育をどのような
ものとして理解するか」という既存の思想、すなわち既存の「教育観」や「保育観」が存
在する。教育（保育）方法やカリキュラムの編成原理、学習環境等の形を持ったシステムは、
それが明示化されていようと明示化されていまいと、特定の「教育観」や「保育観」の一
つの現れである。それ故に、関係論的視点で子どもの発達を理解し、その理解に基づいて
新たな教育方法やカリキュラムの編成原理、学習環境を生み出すならば、それは必然的に
その背後にある「教育観」や「保育観」の問い直しも含まざるを得ない。
　そして、実に複雑なのが、この「教育観」や「保育観」は、園文化や学校文化としての
制度的な観念（conceptions）としても、そしてまた個々の園・学校のレベルでの微妙な
差異をもった個別的な観念としても存在していることである。ここでは「指導」という言
葉を事例に検討しよう。
　「指導」という言葉は、これまで教育学において様々な場面で使用されてきたものである。
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とりわけ学校教育の文脈では、「指導」という言葉は、学習指導や生活指導、進路指導といっ
た形で頻繁に目にすることができる。ここでの「指導」という言葉の中核的な意味は、先
に見た直接教育と同様に、教師からの直接的な指導言語（指示・伝達・発問）によって学
習者に期待される学習活動や言動を生起させることである。直接教育が学校教育における
「教育観」を反映した方法であるならば、この「指導」の理解は、直接教育と同様に、その「教
育観」を具現化したものとなる。その意味において、「指導」という言葉は、既存の学校
教育において中核を占めるものである。
　それに対して、幼児教育の文脈では、この「指導」という言葉の扱いは極めて難しい。「幼
稚園教育要領」に代表されるような文書においては「指導」という言葉が使用されている
ものの、現場の実態としては「援助」や「支援」という言葉を好んで使用する幼稚園・保
育所がある。仮に「指導」という言葉を用いるとしても、例えば、以下のような条件が付
けられている。
幼児教育における「指導」とは、保育者が子どもを保育する営みを総称して用いられ
る場合があります。つまり、その「指導」の実際は「援助」や「支援」と同様、子ど
もに即して発達を支えるといった意味として用いられます24）。
　こうした事情があるため、保育者養成校で実習担当をすると、実習を行う学生に「指導」
という言葉を使用させるか否かで頭を抱えることになる。実際、幼稚園・保育所によっては、
「指導という言葉ではなく援助や支援という言葉を使用してください」とご指導くださる
所がある。この背景には、「指導」という言葉に、既存の学校教育が有している「教育観」
が反映されており、それが「指導」という言葉を介して表面化してくるという理由がある
からであろう。その表面化してくる「教育観」が幼児教育の場に馴染まないと判断されれ
ば、「指導」という言葉は当然のことながら排除される。
　これは単なる言葉遊びの問題ではない。なぜなら、この「指導」という言葉の事例では、
当の言葉の理解を巡って、個別の幼稚園・保育所・小学校（学校教育）の「教育観」・「保育観」
が浮き彫りになるからである。「指導」という言葉の使用が当然視される学校教育と、「指
導」という言葉の使用にセンシティブさが求められる幼児教育が同じ「教育」という言葉
を用いてそれぞれの実践を語った時、その「教育」の内実、すなわち「教育」の観念は全
く異なるものとなるであろう。そしてまた、同じ幼稚園や保育所という場であっても、「指
導」という言葉に違和感を覚える園とそうでない園とでは、また異なる「教育観」・「保育
観」を有していることになる。
　実のところ、幼保小連携の問題を考える時に、この個別の「教育観」・「保育観」の相違
は極めて重要な論点となる。連携の対象となる園や学校が、自分の園や学校と比べてどの
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ような「教育観」・「保育観」を持つ所なのかが見えてこなければ、「連携」の具体的なあ
り方を模索することは現実的に不可能である。たとえ、その「連携」のあり方が、年間を
通したカリキュラム上の「接続」を模索するという大規模のものであれ、単発の行事や交
流活動を計画するという比較的小規模のものであれ、互いの「教育観」・「保育観」の明確
化という作業は避けて通れない。
　酒井は、現行の「連携」の事例の多くが幼稚園・保育所と小学校の交流活動であること
を指摘した上で、それらに対して「子ども同士の交流活動の自己目的化」25）の問題を見
抜いている。この指摘は、いわば、「連携」の事例の多くが幼稚園・保育所と小学校の子
ども達の表面的な交流活動に留まってしまってしまい、「なぜその交流活動が必要なのか」、
「その交流活動によってどのような意味で相互の教育活動の連携がなされたと言えるのか」
という問いが問われないままで、活動だけが進められているということであろう。「連携」
を模索するにあたって、保育者と小学校教師が、相互の「教育観」・「保育観」のレベルま
で掘り下げて意見交換する場を持たなければ、当然の帰結として、その「連携」によって
相互の「教育」の一体何を連携することになるのかが見えないままとなる。
　この「場」の欠落は、幼稚園・保育所と小学校との相互理解の不足を導くことにもなる
であろう。また、それ以上に、異なる思想を持つ他者との出会いによって初めてもたらさ
れるはずの、自身の「教育観」・「保育観」の明確化の機会さえも奪ってしまう。小学校で
言えば、幼稚園・保育所の「教育観」・「保育観」に触れることで、学校文化として構成さ
れてきた「教育観」が初めて浮き彫りになるであろうし、幼稚園・保育所で言えば小学校
の「教育観」に触れることで、園文化として構成されてきた「教育観」・「保育観」が初め
て明確になる。
　このように、「連携」という作業においては、私たちが当然のことと見なしてきた教育・
保育のあり方を根底から見直し、その上で、子どもの「学びの連続性」を構築していく方
法を、幼稚園・保育所と小学校との相互の歩み寄りの中で模索する必要があるのである。
４．おわりに
　幼稚園・保育所と小学校の「連携」においては、相互の教育（保育）の過程の中で、子
ども達の「学びの連続性」を確保していくことが何よりも重要である。これまでに確認し
てきたように、その連続性を制度的に確保する手段を構想することは、現代教育の喫緊の
課題である。すでに様々な自治体において制度化が模索されている生活科の「スタートカ
リキュラム」はその一例である。生活科を媒介とした、または、いくつかの教科を合科的
に扱った小学校への導入カリキュラムを考案することは、幼稚園・保育所から小学校への
学びの経験を連続性のあるものとして再設計することになるであろう。
　しかしそれと同時に、本稿では次の２点を指摘した。
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　第一に、子どもの「発達観」の捉え直しである。幼保小連携問題を考える上では、従来
のような個人能力主義的な発達観では、考えるべき論点を看過してしまう。小一プロブレ
ムに見られるように、子ども達は新たな環境下へと移行する時、自身の行為を再構築する
必要性に迫られる。その再構築に手間取るとき、私達の目に問題行動として現れる数々の
振舞いをなす。この再構築は決して子どもの「内」で起こるものではなく、むしろ「小学校」
という新たな社会的関係性と分かちがたく結びついている。この点を適切に捉えて子ども
達の教育のあり方を考えていくには、関係論的視点を有した発達観に転換する必要がある。
　第二に、既存の「教育観」や「保育観」を問い直す必要性があることである。これには
２つの理由があった。１つ目の理由は、関係論的視点で子どもの発達を理解し、その理解
に基づいて新たな教育方法やカリキュラムの編成原理、学習環境を生み出すならば、それ
は必然的にその背後にある「教育観」や「保育観」の問い直しも含まざるを得ないとい
う点である。これは「発達観」の転換に伴って必然的に求められる問い直しの作業である。
そして２つ目の理由は、幼保小連携の問題を考える時に、幼稚園・保育所と小学校が個別
に持つ「教育観」・「保育観」の相違を相互に明確にしなければならないという点である。
そもそも、「教育観」・「保育観」は、幼稚園・保育所と小学校というそれぞれの場で、歴
史的かつ社会的に構成されてきたものである。それ故に、私達は既存の考え方を当然視し
やすい。しかし、連携の対象となる園や学校が、自分の園や学校と比べてどのような「教
育観」・「保育観」を持つ所なのかが見えてこなければ、「連携」の具体的なあり方を模索
することは現実的に不可能である。「連携」を実質のあるものとして具体的に模索しよう
とするならば、この問題は避けて通れないのである。
　以上の論点を概念図的に示すならば、以下のようになる。
図３：幼保小連携の条件の概念図
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　この概念図に示されている３つの作業が、幼保小連携問題を考える上での基礎的な条件
となる。むろん、それぞれの作業を進める上ではさらに様々な下位条件の整備が必要にな
るであろう。特に「発達観」の再考や「教育観」・「保育観」の再考は、極めて原理的な問
題であるが故に、そのための方法や条件を丁寧に分析することが必要である。この点は今
後に残された課題である。とはいえ、教育における「連携」という概念を実質のあるもの
とするためには、少なくとも上記３つの作業が欠かすことのできないものであることは指
摘できる。これは裏を返せば、この３つの作業を進めることによって初めて、教育におけ
る「連携」概念により豊かな内実を伴わせることができるということなのである。
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